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3
④消費下支え等を
通じた生活者支援

令和8年大和高田市物価高騰対応く
らし応援ギフトカード配布事業（臨時）

①物価高が続く中で、生活者への食料品の物価高騰に対
する支援や消費下支えを通じた支援を行うことで、市民の
方々の生活を維持する。
②商品券を使用した支出金及び支出に係る事務費
③商品券支出金
61,400人×8.5千円=521,900,000円
事務費　84,389千円(うち39,389千円)
※商品券支出金及び事務費45,000千円は令和7年度実施
計画に記載済
事務費の内容　【役務費（郵送料等）業務委託料として支
出】
④市民
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①教職員分を除く、令和8年4月分～令和9年3月分の給食
費を全額免除することで、給食費に係る物価高騰分の負
担を軽減するとともに、小・中学生の保護者の家計全体に
おける食費の物価高騰による影響の緩和を図る。
②市立小中学校の給食費11か月分（4月～3月）の免除に
係る費用を補助対象経費とする。
③令和8年4月分～令和9年3月分の市立小中学校の給食
費免除に係る費用（教職員を除く）
・小学校児童
500円×2,212人×11か月（4月～3月給食実施月数）＝
12,166,000円
・中学校生徒（1年生及び2年生）
6,400円（月額給食費）×707×11か月（4月～3月給食実施
月数）＝49,772,800円
6,400円（月額給食費）×397人×10か月（4月～2月給食実
施月数）＝25,408,000円
合計　87,346,800円
④市内公立小中学校の保護者世帯
※なお、市立小学校については、給食費負担軽減交付金
による支援を踏まえ、国/都道府県からの基準額に基づく
支援額を超える部分に対して重点支援地方交付金を充
当。

令和8年度学校給食費免除事業（臨
時）

③物価高騰に伴う子
育て世帯支援
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①教職員分を除く、市内在住の私立小中学校等に在籍す
る児童生徒保護者および市立小中学校の給食の提供を
受けない児童生徒保護者へ、小中学生の保護者の家計全
体における食費の物価高騰による影響の緩和を図る。
②大和高田市に住民登録のある保護者のうち私立小中学
校等に在籍する児童生徒および市立小中学校で給食の提
供を一部もしくは完全に受けていない児童生徒の保護者
に対し、物価高騰分または給食費相当金額を支給するた
めに要する経費を補助対象経費とする。
③令和8年4月分～令和9年3月分の物価高騰分または給
食費相当分の支給に係る費用（教職員を除く）
●物価高騰分
・市内公立以外在籍者（小学校）
500円×39人×11か月（4月～3月給食実施月数）＝
214,500円
・市内公立欠食者（小学校）
全停止 500円×11人×11か月（4月～3月給食実施月数）
＝60,500円
牛乳停止 116円×32人×11か月（4月～3月給食実施月
数）＝40,832円
●給食費相当分
・市内公立以外在籍者（中学校1年生及び2年生）
6,400円×68人×11か月（4月～3月給食実施月数）＝
4,787,200円
・市内公立以外在籍者（中学校3年生）
6,400円×40人×10か月（4月～2月給食実施月数）＝
2,560,000円
・市内公立欠食者（中学校１年生及び2年生）
全停止 6,400円×12人×11か月（4月～3月給食実施月
数）＝844,800円
牛乳停止 1,310円×6人×11か月（4月～3月給食実施月
数）＝86,460円
・市内公立欠食者（中学校3年生）
全停止 6,400円×16人×10か月（4月～2月給食実施月
数）＝1,024,000円
牛乳停止 1,310円×7人×10か月（4月～2月給食実施月
数）＝91,700円
●郵便料　69,888円
合計　9,779,880円
④大和高田市に住所を有する、私立小中学校等に就学す
る小中学校の生徒の保護者および大和高田市立小中学
校に就学する児童・生徒の保護者
※なお、公立小学校については、給食費負担軽減交付金
による支援を踏まえ、国/都道府県からの基準額に基づく
支援額を超える部分に対して重点支援地方交付金を充
当。
④大和高田市に住所を有する、私立小中学校等に就学す
る小中学校の生徒の保護者および大和高田市立小中学
校に就学する児童・生徒の保護者

令和8年度学校給食における支援金
支給事業（臨時）

③物価高騰に伴う子
育て世帯支援
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4 ③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

新生活応援物価高騰給付金給付事
業【R8_補正分】（臨時）

①進学等に伴い、教育関連費用の増加が見込まれる一定
範囲の子育て世帯に対し、給付金を支給することで、物価
高騰下における家計を支援し、生活の維持・安定を図る。
②対象者への給付金及び給付に要する事務費
③
・需用費　100,000円
・システム開発委託料　3,000,000円
・給付費　25,960,000円（22,000円×1,180人（児童数））
合計　29,060,000円

④年長児（R2.4.2～R3.4.1生）・小学6年生（H26.4.2～
H27.4.1生）・中学3年生（H23.4.2～H24.4.1生）の児童及び
生徒の保護者
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